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○経営方針

○経営方針

【基本方針】 

 トランプ政権による世界の政治的・経済的混迷がピークに達し、世界経済は大きく減速した中、我が

国の景気も製造業の不況等もあり厳しい状況であります。今年になってそのピークも弱まり、日本経済

も持ち直しが予想されておりますが、視界不良がいまだに続いております。 

農業情勢においては、ＴＰＰ１１の発効、日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）の発効、更には日米貿易協定

も国会において可決され、本年 1 月 1日に発効され、今まで以上に農畜産物の輸入増加が懸念されてお

り、国内農業を取り巻く環境は一層厳しい状況であります。 

このような中で、国内農畜産物の安定供給、持続可能で豊かな食生活を守り続けることが重要とし、関

係団体と連携を図り、国内の農業・農業者を守る運動を続けてまいります。 

 また、規制改革に関する農協改革の動向については、昨年５月に「農協改革集中推進期間」が終了し

たものの、准組合員の事業利用規制に関する事項においては、来年３月が改正農協法の定める「５年後

検討条項」の期限となり、いずれにしても予断を許さない状況であります。 

 さて、管内の農業情勢は、依然として人口減少と農業者の高齢化が進み、後継者の減少・労働力不足

から離農者並びに耕作放棄地の増加と悪循環が続き、深刻な事態となっております。ＪＡグループとし

て引き続き受託作業事業、労働力支援を継続し、組合員の負託に応えられるよう取り組んでまいります。

 今年度は、平成 30 年度からの第３次地域農業振興計画及び中期３カ年経営計画の最終年度として事

業展開を図るとともに、次期３カ年計画の重点事項となる「持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化」に

向けて、信用店舗・ＡＴＭの再編、経済事業の収益力向上・収支改善を検討してまいります。また、第

２８回ＪＡ青森県大会決議の４つの重点目標に取り組むとともに、組合員及び利用者との意思疎通を深

め、地域農業の振興と地域に根ざしたＪＡとして「１０年後も元気な農業と地域づくり」を目指してま

いります。 

 営農経済事業においては、労働力支援に向け援農ボランティアの活用や特定技能制度の有効利用に努

め、販売面では契約的取引を中心とした加工・業務用への対応強化、更に、新ごぼう施設の長期稼働に

よる有利販売体制を構築し、農業所得の向上を目指してまいります。酪農畜産においては、酪農・畜産

生産基盤を確立するため、地域集約型酪農経営体の推進、酪農ヘルパー要員等の労働者確保に取り組ん

でまいります。 
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○経営方針

信用事業においては、マイナス金利の長期化が続く中、専任担当配置による貸出強化プランを実践し、

安定的収益確保を図ってまいります。共済事業においてはＪＡの強みである「ひと・いえ・くるまの総

合保障」の確立に向け、３Ｑ訪問を柱として推進活動を展開してまいります。 

地域農業・農村の環境変化に連動し、組合の組織・経営基盤が弱体化しております。 

地域農業で重要な役割を果たしている女性や未来の農業を担う後継者や担い手の組合員加入推進、そ

して、組合経営への参画拡大に取り組んでまいります。 

これからも、今まで以上に組合員の営農やくらしを支援するために、役職員一丸となり取り組んでま

いりますので、組合員の皆様からの一層のご支援とご協力をお願いいたします。 

 

 

 

重点目標 

１．元気な農業への発進 

 （１）担い手の育成・確保と労働力支援による強固な農業生産基盤の構築 

（２）農業者の所得増大と農業生産拡大への取り組み 

（３）農業者の経営課題に対応した総合的な支援 

２．豊かな暮らしへ発進 

（１）ＪＡくらしの活動の推進と生活インフラ機能の発揮 

（２）地域の諸団体との連携強化 

（３）信用・共済事業での貢献 

３．組織・経営基盤の強化 

（１）組織基盤の強化 

（２）業務執行体制の強化 

（３）持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

（４）内部管理態勢の高度化 

（５）協同組合運動を支える人材育成 

４．「食」「農」「協同組合」の理解醸成 

（１）「食」「農」「協同組合」の理解醸成に向けた取り組み 

（２）広報活動の強化 

（３）協同組合の活動についての啓蒙 
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○主要業務のご案内

◇信用事業

◆貯金業務

【主な貯金商品一覧】

商品名 特　　　　　　色 預入期間

普通貯金

出し入れ自由で、毎月の暮らしの財布替わりとしてご利
用いただける便利な貯金です。公共料金等の各種自動支
払口座として、また、年金の自動受取口座として最適で
す。

期間の定めはありません

貯蓄貯金

お手持ちの資金を有利に増やしながら、必要な時にいつ
でも引き出せる貯金です。金額階層別に金利設定があ
り、その日の最終残高に応じて５段階の金利が適用され
ますので有利さと便利さを兼ね備えた商品です。

期間の定めはありません

通知貯金 まとまった資金の短期のご利用に便利な貯金です。 ７日以上

総合口座

普通貯金の便利さと定期貯金がお取組できます。公共料
金の自動支払、年金の自動受取、お引き出し、お預入、
お振り込み、残高照会などができるキャッシュカードな
ど便利なサービスが利用できます。また、定期貯金をお
預入の方には、定期貯金の合計額の90％、最高500万円ま
での自由融資もご利用いただけます。

期間の定めはありません

定期積金
＜定額型＞

毎月一定額の積立で、生活設計に合わせた無理のない資
金づくりができる資金です。

・定型方式
　6ヵ月、1年、1年6ヵ月、
　2年、2年6ヵ月、3年、
　3年6ヵ月、4年、4年6ヵ月、
　5年、10年

期日指定定期貯金
（スーパー期日指定）

便利さを備えた定期貯金。期間は１年間据え置き後最長
３年。１年ごとの複利計算。１ヵ月以上前の連絡によ
り、自由に元金の全部または一部の満期日の指定が可能
です。

１年以上３年までの間で、１ヵ
月以上前の連絡により自由に満
期日の指定ができます。

スーパー定期貯金
＜単利型＞

ボーナスや分散している貯金をまとめてお預入するのに
便利な商品です。

・定型方式
　1ヵ月、2ヵ月、3ヶ月、6ヵ月、
　1年、2年、3年、4年、5年、7年、
10年
・期日指定方式
　1ヵ月超10年未満
・定型方式の場合は預入時のお申し
出により自動継続（元金継続または
元利金継続）の取扱いができます。

大口定期貯金

まとまった大口資金の運用に適した定期貯金です。金利
はお預けいただいた時点の金利情勢で決定され、満期日
まで変わりませんので安心です。自動継続にすれば、満
期日ごとに利息を元金に組み入れますのでさらに有利な
運用ができます。

・定型方式
  1ヵ月、2ヵ月、3ヶ月、6ヵ月、
　1年、2年、3年、4年、5年、7年、
10年
・期日指定方式
　1ヵ月超10年未満
・定型方式の場合は預入時のお申し
出により自動継続（元金継続または
元利金継続）の取扱いができます。

　　

　　

　

　

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。この信用事業
は、ＪＡ・信連・農林中金という３段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」として大きな力を発揮し
ています。

組合員の方はもちろん、地域住民のみなさまや事業主のみなさまからの貯金をお預りしています。普通貯
金，当座貯金，定期貯金，定期積金，総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額にあわせてご利用いただ
いております。

また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込等もご利用

いただけます。

○事業の内容
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◆貸出業務

【主な貸出商品一覧（農業関連向けご融資）】

資金の種類 お使いみちなど ご融資金額

短期事業資金 生活及び農業経営等のために必要な資金 必要額以内

アグリマイティー資金
農業生産、農産物の加工・流通・販売等に関する設備
資金や運転資金にご利用いただけます。

必要額以内

制度資金

・農業近代化資金

・農業経営負担軽減支援資金

・畜産特別資金

・中山間地域活性化資金

・特定農産加工資金

・その他

受託貸付

【主な貸出商品一覧（個人向けご融資）】

資金の種類 お使いみちなど ご融資金額

住宅ローン
住宅の購入資金（土地のみの購入も含む）新築・増改
築・中古住宅の購入及び既にお借入の住宅資金の借
換等にご利用いただけます。

10万以上
5,000万円以内

リフォームローン（一般型Ａ）
既存住宅の増改築・改装・補修等及び、その他住宅
に付帯する施設等の住宅関連設備資金。

10万以上
1,000万円以内

フリーローン
お使いみちはご自由です。だだし、負債整理資金など
は除きます。

300万円以内

マイカーローン
自動車・バイク購入資金（中古を含む）など自動車・バ
イクに関する資金としてご利用いただけます。

1,000万円以内

教育ローン
就学（予定）子弟の入学金・授業料・学費及び下宿代
等に必要な資金。

1,000万円以内

ＪＡ農機ハウスローン

（1）農機具、点検・修理、車検、購入に付帯する諸費
用、保険掛金に必要な資金、および他金融機関の農
機具ローンの借換資金
（2）パイプハウス等資材、建設費用
（3）格納庫建設資金

1,800万円以内

6ヵ月以上10年以内

6ヵ月以上15年以内
（在学期間+9年）

1年以上10年以内

ご融資期間

最長で20年以内

農業近代化資金、農業経営改善促進資金など各種制度資金をお取扱いしております。

県の農業改良資金や日本政策金融公庫の各種資金をお取扱いしております。

3年以上35年以内

1年以上15年以内

6ヵ月以上7年以内

ご融資期間

１年以内

　

　

○事業の内容

農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さまの生活を豊かにす
るための生活改善資金等を融資しています。

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方公共団体、農業関連産業・
地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献し
ています。

さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個人向けローンも取り扱って
います。
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◆為替業務

◆国債窓口販売業務

◆サービス・その他

【各種サービス一覧】

種　　　　類 サービスの内容

内国為替サービス 全国どこの金融機関にも、お振り込み、ご送金、お取立を行っております。

ＪＡキャッシュサービス
キャッシュカードがあれば、全国のＪＡ・信連・農林中金・都銀・地銀・第二地銀・
信金・信組・労金等のＣＤ（現金自動支払機）、ＡＴＭ（現金自動預入・支払機）
で、現金の引き出し、残高照会等がご利用いただけます。

給与振込サービス
給与・ボーナスがお客様のご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。余
分な現金を持ち歩かずにすみ、振り込まれたご資金はキャッシュカードにより必要な
時にお引き出しいただけます。

各種自動受取サービス
各種年金、配当金などがお客様の口座に自動的に振り込まれます。その都度お受取り
に出られる手間や、期日忘れや紛失なども防げ安心です。

各種自動支払サービス
電気・電話・ＮＨＫ放送受信料等の公共料金のほか、高校授業料、各種クレジット代
金など普通貯金（総合口座）から自動的にお支払い致しますので、支払い忘れや支払
いの煩わしさがなくなります。

口座振替サービス 収納企業（委託者）に代わり、口座振替により集金業務を行っております。

ＡＴＭ振込サービス
ＡＴＭを使用して全国どこの金融機関にも振り込みできるサービスです。窓口で手続
きすればサービスが受けられ、振込依頼書に記入する手間も省け大変便利です。

ＡＴＭ振込予約サービス
平日３時以降、土・日曜日・祭日にＡＴＭを利用して、翌窓口営業日に振込を行う振
込予約サービスを行っております。

ＪＡネットバンクサービス

外出先や出張先はもちろん全国どこからでも、インターネットに接続可能なパソコン・携帯電話
を使って曜日を問わずいつでも残高照会、入出金明細照会、振込・振替予約ができるサービスで
す。窓口へ出向く手間も省け、手数料もＡＴＭ振込サービスよりさらに割安となっており大変便
利でおトクです。

　

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、
当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも送金や手形・小切手等の取立てが安全・確実・迅速
にできます。

国債（利付・割引国庫債券）の窓口販売の取扱をしています。

当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受け取り、各種自動支払いや

事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなどを取り扱っています。

また、国債（利付・割引国庫債券）の窓口販売の取扱い、国債の保護預かり、全国のＪＡでの貯金の

出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・ストアーなどでも現金引き出しのできるキャッシュサー

ビスなど、いろいろなサービスに努めています。

○事業の内容
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◇共済事業

【主な共済商品一覧】

種類

終 身 共 済

医 療 共 済

養 老 生 命 共 済

こ ど も 共 済

介 護 共 済

生 活 障 害 共 済

が ん 共 済

年 金 共 済

建 物 更 生 共 済

自 動 車 共 済

自 賠 責 共 済
法律ですべての自動車に加入が義務づけられています。人身事故の被害者への賠償責
任を保障します。

　　　

　　　

　　　

火災はもちろん、地震や台風などの自然災害も幅広く保障します。また、満期共済金
は、建物の新築・増改築や家財の買替資金として活用いただけます。

万一のときの保障と、将来の資金づくりを両立させたプランです。

長生きの時代を安心して暮らしていける一生涯の介護保障です。介護の不安が増す高
齢期にもしっかり対応し、所定の要介護状態になったとき介護共済金をお受け取りに
なれます。

病気やケガにより身体に障害が残ったとき、収入の減少や支出の増加に備えられる幅
広い保障です

相手方への対人・対物賠償保障をはじめ、ご自信・ご家族のための傷害保障、車両保
障など、万一の自動車事故を幅広く保障します。

定期年金タイプと終身年金タイプの２種類があり、積立て感覚で老後の生活資金が手
軽に準備できます。

　　

保障期間

万一のときはもちろん、ニーズにあわせた特約により保障内容を自由に設計できる確
かな障害保障プランです。

病気やケガによる入院・手術を手厚く保障するプランです。ニーズにあわせて、「共
済期間」、「１回の入院の支払限度日数」、「共済掛金の払込期間」などを選択でき
るほか、先進医療の保障を加えるなど保障を充実させることもできます。特約により
一定期間の万一のときの保障を確保することもできます。

お子さまの入学資金や結婚・独立資金の準備に最適なプランです。共済契約者（親）
が万一のときは、満期まで毎年養育年金を受け取れるプランもあります。

がん診断時から再発・長期治療までしっかり保障します。

ＪＡ共済に課せられた役割は、組合員・利用者の皆さまが不安なく暮らせるよう、生活全般に潜むリ

スクに対して幅広く保障するよう努めることです。死亡、病気、ケガ、老後などの「ひと」の保障。火

災はもちろん、地震や台風などさまざまな自然災害に備える「いえ」の保障。そして現代社会ではなく

てはならない「くるま」の事故に備える保障。この、「ひと・いえ・くるまの総合保障」を通じて、そ

れぞれの目的やプランに応じて充実した保障を提供し、皆さまの毎日の暮らしをバックアップしていき

ます。

○事業の内容
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★　内国為替等取扱手数料

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

★　大量円硬貨両替手数料

★　大量円硬貨入出金手数料

注)２. 義援金等社会貢献につながる入金の場合は無料とします。

★　ＡＴＭの入出金取扱手数料
青森銀行
（あすな
ろネッ
ト）

三菱
ＵＦＪ
銀行

農漁協
ネット取
引

業態間提
携取引

入金 出金 出金 出金 入金 出金 出金 出金

無料 無料 無料 110円 110円 110円 無料 110円

無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 110円

無料 無料 110円 110円 110円 110円 無料 220円

無料 無料 110円 110円 110円 110円 無料 220円

無料 無料 110円 110円 無料 無料 無料 220円

無料 無料 110円 110円 110円 110円 無料 220円

無料 無料 110円 110円 110円 110円 無料 220円

★　その他諸取扱手数料

取 引 明 細 等 発 行 手 数 料 過去１０年以内 １口座 1,100円

2,200円

法人ＪＡネットバンク利用月額基本手数料
照会・振込サービス

月　　　額
1,100円

データ転送サービス 2,200円

Ｊ Ａ カ ー ド （ 一 体 型 ） 再 発 行 手 数 料 １件につき 1,100円

残 高 証 明 書 等 各 種 証 明 書 発 行 手 数 料

継続発行

１通につき

440円

都度発行 660円

所定用紙以外

通 帳 ・ 証 書 の 再 発 行 手 数 料 １件につき 1,100円

Ｉ Ｃ キ ャ ッ シ ュ カ ー ド 再 発 行 手 数 料 １件につき 1,100円

自 己 宛 小 切 手 発 行 手 数 料 １枚につき 550円

貯 蓄 貯 金 ス ウ ィ ン グ サ ー ビ ス 取 扱 手 数 料 １件につき 55円

約 束 手 形 帳 発 行 手 数 料 １冊につき 1,100円

為 替 手 形 帳 発 行 手 数 料 １冊につき 1,100円

取 立 手 形 店 頭 呈 示 料 １通につき 660円

小 切 手 帳 発 行 手 数 料 １冊につき 660円

不 渡 手 形 返 却 料 １通につき 660円

取 立 手 形 組 戻 料 １通につき 660円

日曜・祝日・年末 110円 220円

送 金 ・ 振 込 組 戻 料 1件につき 660円

土
曜

9時まで 110円 220円

9時から14時まで 110円 110円

14時から 110円 220円

平
日

8時45分まで 110円 220円

8時45分から18時まで 110円 110円

18時から 110円 220円

使用カード等・
　入出金等の別

組合内取引
県内ネット取引
全国ネット取引

セブン銀行および
イーネット・

ローンソンのATM

ゆうちょ銀行取引（①当組合発行カー
ドをゆうちょ銀行ＡＴＭ利用②ゆう
ちょ銀行発行カードを当組合ＡＴＭ利
用）

曜日・時間帯等 ①入出金 ②出金

無料 220円 330円 660円
990円

(1,000枚毎に330円加算)

注)1. 硬貨間の両替の場合は、持込枚数と受取枚数のいずれか多い方の枚数を基準とします。

50枚以下
51枚以上
100枚以下

101枚以上
500枚以下

501枚以上
1,000枚以下

1,001枚以上
2,000枚以下

300枚以下
301枚以上
500枚以下

  501枚以上
1,000枚以下

1,001枚以上
2,000枚以下

2,001枚以上

2,001枚以上
3,000枚以下

3,001枚以上

無料 220円 440円 550円 770円 1,100円
1,650円

（1,000枚毎に550
円加算）

無料 110円 220円

無料 無料 110円 220円

定時自動送金利用 電信扱い
無料 55円 330円 550円

無料 275円 550円 770円

法人ネットバンキ
ング利用

振込・
振替

電信扱い
無料 無料 110円 440円

無料 110円 330円 660円

総合振込 電信扱い
無料 無料 110円 440円

無料 110円 330円 660円

給与・
賞与振込

電信扱い
無料

ネットバンキング利用 電信扱い
無料 無料 110円 330円

無料 無料 220円 550円

ＡＴＭ利用 電信扱い
無料 110円 330円 440円

無料 330円 550円 660円

同一店内
当組合

本・支店あて
系統金融機関

あて
他行あて

窓口利用

文書扱い
－ 330円 660円 660円

－ 550円 880円 880円

電信扱い
330円 330円 440円 660円

550円 550円 660円 880円

※ 手数料金額には消費税が含まれています。

※ 上記の手数料は令和２年１１月３０日現在のものです。

○手数料一覧
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○貸出運営についての考え方

  農業金融活性化の取り組みとして、経営改善や規模拡大による近代化を図る支援はもとより、

地域を支える農業生産活動に様々な資金を用意し地域の活性化のために、ＪＡらしい役割と総

合力を発揮し積極的な融資を行っております。

　また、地域住民の皆様が抱えている生活に関する諸問題に対しても、安心して相談できる体

制を整え、生活情報の提供をしながら、地域の皆様のお役に立つよう積極的に取り組んで参り

ます。

○金融商品の勧誘方針

　当組合は、金融商品販売法の趣旨に則り、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等

の勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、組合員・利用者の皆様の立場に立った勧誘に努める

とともに、より一層の信頼をいただけるよう努めてまいります。

１．組合員・利用者の皆様の商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮

　のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆様に対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に

　理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・

　利用者の皆様の誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な

　対応に努めます。

　

　　

○貸出運営についての考え方・金融商品の勧誘方針
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（単位：千円）

○貯金について

（科目別貯金残高） （単位：百万円、％）

17,183 (50.65) 16,301 (49.71) 15,441 (47.57)

16,643 (49.06) 16,337 (49.82) 16,851 (51.91)

97 (0.29) 153 (0.47) 167 (0.52)

33,923 (100.00) 32,791 (100.00) 32,459 (100.00)

0 （ － ） 0 （ － ） 0 （ － ）

33,923 (100.00) 32,791 (100.00) 32,459 (100.00)

○貸出金について

（科目別貸出金残高） （単位：百万円）

0

合 計 6,568 6,599 6,661

手 形 貸 付

証 書 貸 付

割 引 手 形 0 0

6,489 6,522 6,574

当 座 貸 越 79 77 87

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金

41,102,415

0 0 0

譲 渡 性 貯 金

合 計

そ の 他 の 貯 金

計

令和２年９月末 令和１年度 平成３０年度

143,608

44,876,934

当 期 剰 余 金

総     資     産

平成３０年度令和２年９月末 令和１年度

41,662,391

区　　　　分

事　業　利　益

経　常　利　益

○業　績

令和２年９月末

110,290

150,408

令和１年度

78,946

137,376

2,874122,436

平成３０年度

90,562

166,925

注１：流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金

注２：定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
注３：（ ）内は構成比

○業績・貯金・貸出金
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○預金に関する指標

（科目別預金残高） （単位：百万円）

当 座 預 金

普 通 預 金

通 知 預 金

別 段 預 金

定 期 預 金

○有価証券に関する指標

（種類別有価証券残高） （単位：百万円）

注：貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しております。

（商品有価証券種類別残高） （単位：百万円）

合 計

系 統 外 預 金

0

20,700

系
統

1,421

0

譲 渡 性 預 金

83

小　　計

22,204

22,121

0

0

20,512

0

20,891

94

0

20,985

19,600

0

18,500

20,454

58

0

令和２年９月末 令和１年度

0 0

1,954

平成３０年度

0

591

700

商 品 地 方 債 0 0 0

合 計 1,394 1,394 1,393

そ の 他 の 証 券 0 0 0

令和２年９月末 令和１年度 平成３０年度

商 品 国 債 1,394 1,394 1,393

合 計 1,394 1,394 1,393

貸 付 商 品 債 券 0 0 0

商 品 政 府 保 証 債 0 0 0

令和２年９月末 令和１年度 平成３０年度

国 債 1,394 1,394 1,393

外 国 債 券 0 0 0

株 式 0 0 0

社 債 0 0 0

地 方 債 0 0 0

○預金・有価証券
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○金融再生法開示債権の保全状況

１　金融再生法に基づく信用事業債権額 （単位：百万円）

債権区分 令和２年９月末 令和１年度 増減

破産更生債権および
これらに準ずる債権

58 64 △ 6

危険債権 64 67 △ 3

要管理債権 335 354 △ 19

  小　計　(A)　 457 485 △ 28

正常債権 6,134 6,136 △ 2

合　　計 6,591 6,621 △ 30

令和２年９月末の計数は、次の方法により算出しています。

　　　　　１　各債権区分額は、令和２年３月末時点の債権額を基準として、

　　　　　　　令和２年９月末時点の残高に修正しています。

注１：破産更生債権及びこれらに準ずる債権

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権。

信用与信が対象。

注２：危険債権

経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本利息

の回収ができない可能性の高い債権。信用与信が対象。

注３：要管理債権

３カ月以上延滞貸出債権および条件緩和貸出債権。貸出金が対象。

注４：正常債権

○金融再生法開示債権の保全状況
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○有価証券等時価情報

【有価証券】 （単位：百万円）

種類

帳簿価格 時価 評価損益 帳簿価格 時価 評価損益

売 買 目 的 - - - - - -

満期保有目的 1,394 1,464 70 1,394 1,470 76

そ の 他 0 0 0 0 0 0

合　　　計 1,394 1,464 70 1,394 1,470 76

令和２年９月末 令和１年度

注１ ９月末の有価証券の時価は９月末日における市場価格等に基づく時価としています。

注２ 取得価格は償却原価法適用前、減損処理前のものです

○有価証券等時価情報
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○共済取扱実績等

（長期共済保有高） （単位：百万円）

新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高

終 身 共 済 223 28,092 441 28,412 514 29,557

定 期 生 命 共 済 0 727 78 767 1 748

養 老 生 命 共 済 171 18,866 164 19,875 300 22,503

　うちこども共済 100 4,633 75 4,615 153 5,013

医 療 共 済 1 386 7 385 15 392

が ん 共 済 0 120 0 122 0 124

定 期 医 療 共 済 0 734 0 746 0 804

介 護 共 済 7 265 22 260 22 264

建 物 更 生 共 済 5,450 101,891 12,671 102,102 11,527 103,442

合 計 5,852 151,081 13,383 152,669 12,379 157,834

年 金 共 済 0 20 0 20 0 20

（短期共済新契約高）

火 災 共 済

傷 害 共 済

定額定期生命共済

合 計

自 動 車 共 済

自 賠 責 共 済

合 計

8

453

24,574

391

6259

27,640

241

6

8,947

213

28

387

6

446

令和１年度

令和１年度

19,946

7,688

令和２年９月末

令和２年９月末

2,955

5,986

平成３０年度

平成３０年度

7,721

16,845

（単位：百万円）

注１：金額は、保障金額（年金共済は年金年額）を表示しております。
注２：こども共済は、養老生命共済の内書を表示しております。
注３：ＪＡ共済は各ＪＡと全国共済連が共同元受けにて機能分担しており、共済契約が

満期を迎えられたり、災害等万一事故が起きた場合における共済責任につきまし
ては、全国共済連とで負います。
（短期共済についても同様です）。

注１：金額は、保障金額を表示しております。
注２：自動車共済、自賠責共済は掛金総額です。

○共済取扱実績
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○単体自己資本比率

14.85%程度 15.02%

令和２年９月末（推計値） 令和１年度

（補足説明）
９月末の単体自己資本比率（推計値）は、令和２年３月末の自己資本額・オペレー

ショナル・リスク相当額、および信用リスク・アセット額（推計値）に基づき算出し
ています。
なお、９月末の信用リスク・アセット額（推計値）の算出にあたって、一部の項目

については令和２年３月末の額（データ）を使用しています。

○単体自己資本比率
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本 店 ０１７５－７２－１４１５

六 ヶ 所 支 店 ０１７５－７５－２５７７

天 間 林 支 店 ０１７６－６８－３１３１

野 辺 地 支 店 ０１７５－６４－３１６４


